
（注１）上記の順に並べて提出してください。なお、それぞれの書類が複数枚になる場合は、両面コピーでも
構いません。（ただし、上記④の書類を除く。）

（注３）当初契約に内容の変更が生じた場合は、変更後の必要事項を記載のうえ、下請施工状況変更届「様式
４号」とともに必要書類を提出してください。

書類の種類 
①施工体制台帳（元請負人に関する事項）「別記様式第２号の１（３条関係）」

②施工体制台帳（下請負人に関する事項）「別記様式第２号の１（３条関係）」

A 元請業者が発注者と締結した請負契約に係る契約書の写し

必須

必須

必須

提出の要否

E 元請の専門技術者が主任技術者資格を有することを証する書面又はその写し 元
請が専門技術者を置いた場合のみ

F 元請の専門技術者が雇用期間を特に限定することなく雇用されている者である
ことを証する書面又はその写し

④施工体系図（別記様式３） 

⑤作業員名簿「別記様式第２号の3（３条関係）」

必須

必須

必須

必須

元請が専門技
術者を置いた
場合のみ

必須

＜施工体制台帳等の提出書類チェックリスト＞

※　下請負人が再下請を行った場合は、その都度、次の書類を追加提出する。

③
添
付
書
類

③
添
付
書
類

H 再下請負通知書（再下請負人に関する事項）「様式第２号の２（３条関係）」

Ｉ 下請負人が再下請負人と締結した請負契約に係る契約書の写し

B 元請業者が下請負人と締結した請負契約に係る契約書の写し

C 元請の主任（監理）技術者が資格を有することを証する書面又はその写し ※専
任を要する監理技術者の場合は、監理技術者資格者証の写しに限る

D 元請の主任（監理）技術者が雇用期間を特に限定することなく雇用されている
者であることを証する書面又はその写し
※健康保険被保険者証の写し等
（被保険者等記号・番号については、マスキング処理をしてください。）

⑤作業員名簿「別記様式第２号の3（３条関係）」 必須（下請から徴取）

（注４）作業員名簿については、作業従事者が適正な保険等に加入をしているかを確認するために必要な書類
となります。建設業法の改正に伴い、提出が義務付けされた書類となります。

④施工体系図（別記様式３）

必須（下請から徴取）

必須（下請から徴取）

必須（下請から徴取）

必須（再下請人を追記）

G 再下請負通知書（下請負人に関する事項）「様式第２号の２（３条関係）」

（注２）契約書については、必要事項14項目の記載は必要となりますが、少なくとも「工事名」「工期」「契
約金額」「請負代金の支払時期及び方法」「双方の署名押印」が確認できる部分を添付してください。



様式第２号の１（３条関係）

〇〇建設株式会社

同上

区分

監理技術者補佐名 資 格 内 容

年　　月　　日

一号特定技能外国人の
従事の状況(有無)

有・無
外国人建設就労者の
従事の状況(有無)

契約書記載のとおり

専任

７ 雇用保険の欄には、労働保険番号を記載する。継続事業の一括の認可に係る営業所の場合は、本店の労働保険番

 号を記載する。

８ 監理技術者の配置状況について、「専任・非専任」のいずれかに〇印を付けること。

 の適用が除外される場合は「適用除外」を〇で囲む。

 営業所が複数あり、そのうち一部について行っていない場合を含む）は「未加入」、従業員規模等により各保険の

・施工体制台帳を作成又は変更した日付を記入する。特に、下請負契約との日付の整合に注意すること。

・作成建設業者（元請）の商号名称と工事を担当する事業所名。
（事業所等がなく本社（本店）のみの場合は同上と記載）

・建設業の許可は5 年ごとに更新しなくてはならない。（許可内容が契約工事内容と一致すること）
・特定建設業の許可か一般建設業の許可かの別を明示して記載する。

・元請契約：発注者と契約をしている作成建設業者（元請）の本店、支店もしくは事業所名及び住所を記入する。
・下請契約：一次下請と契約をしている作成建設業者（元請）の本店、支店もしくは事業所名及び住所を記入す
る。（本店が直接下請契約をしている場合は同上と記載）

前橋　太郎

受注　次郎

契約書記載のとおり

同上 同上

加入・未加入・適用除外

有・無
外国人技能実習生の
従事の状況(有無)

９ 専門技術者の欄には、土木・建築一式工事を施工する場合等で、その工事に含まれる専門工事を施工するために

 必要な主任技術者を記載する。（監理技術者が専門技術者としての資格を有する場合は、専門技術者を兼ねること

 ができる。

４ 元請契約の欄には、元請契約に係る営業所について、下請契約の欄には下請契約に係る営業所について記載する。

 承認に係る営業所の場合は、本店の整理記号及び事業所番号を記載する。

６ 厚生年金保険の欄には、事業所整理記号及び事業所番号を記載する。一括適用の承認に係る営業所の場合は、本

 店の整理記号及び事業所番号を記載する。
・出入国管理及び難民認定法別表第一の二の表の特定技能の項の下欄の第一号に掲げる活動を行う者（外国人建設就労者）が、建設工
事に従事する場合は「有」、従事する予定がない場合は「無」を○で囲む。
・出入国管理及び難民認定法別表第一の五の表の上欄の在留資格を決定された者であって、国土交通大臣が定めるもの（外国人建設就
労者）が、建設工事に従事する場合は「有」、従事する予定がない場合は「無」を○で囲む。
・出入国管理及び難民認定法別表第一の二の表の技能実習の在留資格を決定された者が当該建設工事に従事する場合は「有」、従事す
る予定がない場合は「無」を○で囲む。

 なお、元請契約に係る営業所と下請契約に係る営業所が同一の場合には、下請契約の欄に「同上」と記載する。下

 請負人の営業所の名称欄には、請け負う契約に係る営業所について記載する。

５ 健康保険の欄には、事業所整理記号及び事業所番号（健康保険組合にあっては組合名）を記載する。一括適用の

・作成建設業者（元請）が発注者と締結した契約書に記載された工事名称、工事内容を記入する。
・発注者名及び発注者の住所を記入する。
・作成建設業者（元請）が発注者と締結した契約書に記載された工期、契約日を記入する。
（工期変更が生じた場合は速やかに変更する。）

・現場代理人：現場に常駐しなくてはならない。現場代理人は、一次下請を監督するため作成建設業者（元請）が
配置するものであり、その権限が委任されている。また、一次下請を別の者が監督する場合は、別途「監督員名」
を記載するすること。なお、現場代理人は、建設業法第７条第１号に規定する「経営業務の管理責任者」、建設業
法第７条第２号及び第１５条第２号に規定する「営業所の専任技術者」と兼任が出来ません。この規定に違反する
と監督処分等の対象となることがありますので、十分、気を付けてください、
・監理技術者、主任技術者：建設業法第26 条で規定する監理技術者・主任技術者名を記載し、第26 条第3 項によ
り、公共性のある工作物に関する重要な工事で政令で定めるものについては、「専任」のものでなければならな
い。監理技術者は監理技術者証の携帯義務あり。
・専門技術者：監理技術者、主任技術者とは別の技術者である。請け負った工事に付帯する別の専門分野の工事を
直接施工する場合に、主任技術者の資格要件を満たす者を専門技術者として選任し、そのものの氏名を記載する
（建設業法第26 条の２）。一式工事の主任技術者が専門工事の主任技術者としての資格を有する場合は専門技術者
を兼ねることができる。

・監理技術者の資格内容
(1) 指定建設業の場合（土木、建築、管、鋼構造物、舗装、電気、造園工事業の7 業種）
① 技術検定その他の試験で許可を受けようとする建設業の種類に応じ国土交通大臣が定めるものに合格した者又は
他の法令の規定による免許で許可を受けようとする建設業の種類に応じ国土交通大臣が定めるものを受けた者
② 国土交通大臣が①と同等の能力を有すると認定した者
(2) 指定建設業以外の場合
① (1)①と同じ
② 主任技術者の要件のいずれかに該当する者のうち、発注者から直接請負い、その請負金額が政令で定める金額以
上である工事に関して2 年以上指導監督的な実務経験を有する者。
③ 国土交通大臣が①又は②と同等の能力を有すると認定した者

同上

・発注者より通知された監督員名を記載する。（原則、一般監督員を記載する）

・各保険の適用を受ける営業所について届出を行っている場合には「加入」、行っていない場合（適用を受ける営業所が複数あり、そ
のうち一部について行っていない場合を含む）は「未加入」、従業員規模等により各保険の適用が除外されている場合は「適用除外」
を○で囲む。
・健康保険、厚生年金保険については、事業所整理記号及び事業所番号。一括適用の承認に係る営業所の場合は、主たる営業所の事業
所整理記号及び事業所番号を記入する。
・雇用保険については、労働保険番号もしくは雇用保険適用事業所番号。継続事業の一括の認可に係る営業所の場合は、主たる営業所
の労働保険番号を記入する。
・労働災害補償保険 は、平成３１年４月１日より一括有期届が廃止されたことに伴い施工体制台帳等に労働保険番号を記入する。
・元請契約に係る営業所で下請契約を行う場合は、下請契約欄に「同上」と記入する。

施工体制台帳解説（元請業者）

２ 上記の記載事項が発注者との請負契約書や下請負契約書に記載のある場合は、その写しを添付することにより記

　載を省略することができる。

３ 各保険の適用を受ける営業所について、届出を行っている場合には「加入」、行っていない場合(適用を受ける

【記入要領】

１ この様式は元請が作成し、一次下請負業者を通じて報告される再下請負通知書を添付することにより一次下請負

　業者別の施工体制台帳として利用する。

有・無

担当 工事内容 担当工事内容

専 門 技 術 者 名 専 門 技 術 者 名

資 格 内 容 資 格 内 容

電源　四郎

第１種電気工事士

現 場 代 理 人 名 権限及び意見申出方法

監 理 技 術 者 名
主 任 技 術 者 名

資 格 内 容

発注者の監督員名 権限及び意見申出方法

非専任
　元請　三郎

〇〇建設㈱ 〇〇＝〇〇〇〇 △△△△ □□□□ 〇△▽□

電気工事

１級土木施工管理技士

加入・未加入・適用除外 加入・未加入・適用除外

事業所整
理記号等
(HP確認)

区分 営業所の名称 健康保険 厚生年金保険 雇用保険

同上

元請

健康
保険
等の
加入
状況

保 険 加 入
の 有 無

健康保険　 厚生年金保険 雇用保険 労災保険

労働災害補償保険

下請 同上

加入・未加入・適用除外

下請契約 同上 同上

  契約営業所 

名　　称 住　　所　　

元請契約 〇〇建設株式会社 前橋市大手町〇丁目〇〇番〇号

工 事 名 称
及 び 内 容

防災・安全交付金（道路）道路改良工事（〇〇第１号）
（土木一式　土工1,000m3、舗装工1,000m2、側溝工500ｍ、境界工300ｍ、照明灯10基）

発注者及び住所

〒 371-8601
前橋市役所
前橋市大手町二丁目12番1号）

工　　　　期

大臣　特定
 〇〇   第　12345号 平成〇〇年４月６日

知事　一般

自　令和〇年５月１０日　至　令和〇年３月２０日 契約日 　　令和〇年５月７日

建設業の許可

許可業種 許　可　番　号 許可（更新）年月日

建築　　　　　　　工事業
大臣　特定

〇〇　第　5432号 平成〇〇年４月６日
知事　一般

土木、とび・土工、舗装
工事業

施工体制台帳 （作成例）

［会社名・事業者ID］

［ 事業所名・現場ID ］



うち法定福利費　　　　　

　　

　　　期間を特に限定することなく雇用されている者であることを証する書面又はこれらの写し

許可番号

□□工業株式会社  代 表 者 名

土木、どび・土工工事業

（上記法定福利費額　　　　　　　　　　５００，０００円）

        第　88888 号 平成〇〇年５月６日
知事　一般

許可（更新）年月日

　　　　　　５００，０００円

大臣　特定

大臣　特定
        第　　　　号

施工体制台帳解説
（下請人に関する事項）

・下請負人の商号名称、代表者名、住所、電話番号を記入する。
・下請負人が請負った建設工事の契約書に記載された工事名称及び、工事内容を記入する。
・下請負人が請負った建設工事の契約書に記載された工期、契約日を記入する。（工期変更が生じた場合は速やかに変更
する。）
・契約金額の確認日については、契約日と同日。
・法定福利費については、工事の直接的な作業に従事する現場作業員（元請、下請共）に係る法定福利費の事業主負担分
を計算してください。法定福利費の対象は、健康保険、厚生年金保険、雇用保険の保険料（労働災害補償保険を除く）で
す。通常の法定福利費は、各社の年間の賃金総額に、社会保険の法定保険料率を乗じて算出するため、工事ごとに積算す
ることは非常に困難です。このことから、工事費内訳明細書に記載する法定福利費は、各工事に計上されている労務費を
賃金とみなして計算しています。下請からの見積書に法定福利費が記載されている場合は、それを使用して算出すること
も可能です。
　例）〇〇工事の法定福利費＝下請A社見積に記載の法定福利費+下請B社見積もりに記載の法定福利費　+　・・・
・工事価格に含まれる法定福利費は、消費税の対象となるため、請負代金内訳書には、税込の金額を記載してください。
・チェックの欄は、必ず法定福利費の内訳を確認して該当する項目に✔点を記入してください。

下請　一郎

《下請負人に関する事項》

□左記の契約金額には法定福利費相当額が含まれている。

　　令和〇年６月１日

　　　３６，０００，０００円
(税込み）

契約日

建 設 業 の 許 可

　施工に必要な許可業種

・建設業の許可は5 年ごとに更新しなくてはならない。（許可内容が契約工事内容と一致すること）
・建設業許可を保有していない場合は斜線で消す。（許可のない業者は、500万以上の工事を請け負うことはでき
ません。）

防災・安全交付金（道路）道路改良工事（〇〇第１号）
（土木一式　土工1,000m3、側溝工500ｍ、境界工300ｍ）

契 約 金 額
確 認 日
（令和 〇．6 ．1 ）

【チェック】
■法定福利費相当額を内訳明示した見積書の提出があった。
■法定福利費金額が契約書又は契約内訳に明示されている。

工 事 名 称
及 び
工 事 内 容

工　　　　　期 自　令和〇年６月１０日　至　令和〇年２月１０日

〇△▽□

専任
非専任　　　下請　五郎

 権限及び意見申出方法

前橋市〇〇町〇―◎　　　　　　　　　　　　（☎〇〇〇－△△△－□□□）

会社名・
事業者ID

住　　　　　所
電  話  番  号

同上 同上 同上

健康保
険等の
加入状
況

同上

安全衛生責任者名　　現場代理人名

 〒３７１-〇〇〇〇

・出入国管理及び難民認定法別表第一の二の表の特定技能の項の下欄の第一号に掲げる活動を行う者（外国人建設
就労者）が、建設工事に従事する場合は「有」、従事する予定がない場合は「無」を○で囲む。
・出入国管理及び難民認定法別表第一の五の表の上欄の在留資格を決定された者であって、国土交通大臣が定める
もの（外国人建設就労者）が、建設工事に従事する場合は「有」、従事する予定がない場合は「無」を○で囲む。
・出入国管理及び難民認定法別表第一の二の表の技能実習の在留資格を決定された者が当該建設工事に従事する場
合は「有」、従事する予定がない場合は「無」を○で囲む。

・各保険の適用を受ける営業所について届出を行っている場合には「加入」、行っていない場合（適用を受ける営業所が複数あり、そ
のうち一部について行っていない場合を含む）は「未加入」、従業員規模等により各保険の適用が除外されている場合は「適用除外」
を○で囲む。
・健康保険、厚生年金保険については、事業所整理記号及び事業所番号。一括適用の承認に係る営業所の場合は、主たる営業所の事業
所整理記号及び事業所番号を記入。
・雇用保険については、労働保険番号もしくは雇用保険適用事業所番号。継続事業の一括の認可に係る営業所の場合は、主たる営業所
の労働保険番号を記入。
・労働災害補償保険 は、平成３１年４月１日より一括有期届が廃止されたことに伴い施工体制台帳等に労働保険番号を記入する。ま
た、下請契約を結んだ一人親方、個人事業主等の方は、特別加入制度を利用し労災保険の特別加入に努めてください。
・元請契約に係る営業所で下請契約を行う場合は、下請契約欄に「同上」と記載する。

・現場代理人：一次下請会社の当該施工を担当する現場責任者の氏名を記載する。
・主任技術者：建設業の許可を有する請負人は技術者を配置しなければならない。（請負金額3,500万円以上で専
任配置。）
・安全衛生責任者：当該場所の労働者数が常時50 人以上（ずい道、橋梁、圧気工法は常時30 人以上）であり、統
括安全衛生責任者を選任すべき事業者以外の請負人で当該仕事を自ら行うものは、安全衛生責任者を選任しなくて
はならない。（労働安全衛生法第16 条）
・安全衛生推進者：安全管理者及び衛生管理者の選任が義務付けられていない10 人以上50 人未満（常時使用する
労働者数）の小規模事業場の安全衛生管理体制を明確にし、安全衛生水準の向上を図るために安全衛生推進者の選
任が義務付けられている。（労働安全衛生法第12 条の2）
・雇用管理責任者：事業主は、建設事業を行う事業場ごとに「雇用管理責任者」を選任し、建設労働者の雇用管理
を行うことが求められている。資格は、法令上特に必要はないが、建設労働者の雇用管理について責任を持つ立場
にあるため、企業内においてある程度の地位にあり、雇用管理に関する相当の実務経験のある方が望ましい。（建
設動労者雇用改善法第5 条）
・専門技術者：主任技術者とは別の技術者である。請け負った工事に付帯する別の専門分野の工事があり、直接施
工する場合（大工工事のみの許可を受けている一次下請会社が、付帯する足場組み立てを行う場合等）に、主任技
術者の資格要件を満たす者を専門技術者として選任し、そのものの氏名を記載する（建設業法第26 条の２）。主任
技術者が専門工事の主任技術者としての資格を有する場合は専門技術者を兼ねることができる。

〇〇＝〇〇〇〇 △△△△ □□□□

保 険 加 入
の 有 無

健康保険　
加入・未加入・適用除外

厚生年金保険

厚生年金保険

契約書記載のどおり

下請

元請 □□工業株式会社

雇用保険

外国人技能実習生の
従事の状況(有無)

加入・未加入・適用除外

下請　次郎

資 格 内 容

資　格　内　容

有・無
一号特定技能外国人の
従事の状況の(有無)

有・無

事業所整
理記号等
(HP確認）

区分 営業所の名称 健康保険 労働災害補償保険雇用保険

下請　五郎

工事業 　　年　　月　　日

労災保険
加入・未加入・適用除外

安全衛生推進者名

加入・未加入・適用除外

同上

福　太郎

担当工事内容

下請　五郎

 【施工体制台帳の添付書類（建設業法施行規則第１４条の２第２項）】　
１ 発注者と作成建設業者の請負契約及び作成建設業者と下請負人の下請契約に係る当初契約及び変更契約の契約

１ 主任技術者の配置状況について[専任・非専任]のいづれかに〇印すること。

※　専門技術者名

雇用管理責任者名　※　主任技術者名

外国人建設就労者の
従事の状況(有無) 有・無

　記載する。

３ 主任技術者の資格内容（該当するものを選んで記入する。）

知事　一般

１級土木施工管理技士

【主任技術者、専任技術者の記入要領】

２ 専門技術者には、土木・建築一式工事を施工の場合等でその工事に含まれる専門工事を施工するために必要な主

　任技術者を記載する。（一式工事の主任技術者が専門工事の主任技術者としての資格を有する場合は専門技術者を

　又は監理技術者が作成建設業者に雇用期間を特に限定することなく雇用されている者であることを証する書面又

  はこれらの写し

３ 専門技術者をおく場合は、その者が主任技術者資格を有することを証する書面及びその者が作成建設業者に雇用

 ②　資格等による場合

  １）建設業法「技術検定」　２）建設業法「建築士試験」　３）技術士法「技術士試験」

　４）電気工事士法「電気工事士試験」　５電気事業法「電気主任技術者国家試験等」　　

  ６）消防法「消防設備士試験」　７）職業能力開発促進法「技能検定」

　兼ねることができる。）複数の専門工事を施工するために複数の専門技術者を要する場合は適宜欄を設けて全員を

 ①　経験年数による場合

　１）大学卒［指定学科］３年以上の実務経験　２）高校卒［指定学科］５年以上の実務経験　３）その他　

 書面の写し（公共工事以外の建設工事について締結されるものに係るものは、請負代金の額に係る部分を除く。）

２ 主任技術者又は監理技術者が主任技術者資格又は監理技術者資格を有する事を証する書面及び当該主任技術者



様式第２号の２（３条関係） 年 月 日 左記の様式には一次以下の上位請負者に関する事項を記載する

報告下請業者関係

《自社に関する事項》

　
う 円 □左記の契約金額には法定福利費相当額が含まれている。

再下請通知書解説

再下請負通知書 
・再下請負通知書を作成又は変更した日付を記入する。特に、再下請負契約との日付の整合に留意のこと。

直 近 上 位
注 文 者 名

〇〇建設株式会社
現場代理人　受注　次郎 ・再下請負通知人が請負った建設工事の注文者の商号名称、現場代理人名（所長名）を記入する。

【報告下請負業者】
・再下請負通知人の住所、商号名称、代表者名を記入する。

住 所 前橋市〇〇町〇－◎ ・再下請負通知人が請負った建設工事の元請の商号名称を記入する。
（再下請負通知人が一次下請の場合は、直近上位の注文者名と同じ名称となる。）

元請名称・
事 業 者 ID

〇〇建設株式会社
□□工業株式会社 ・再下請負通知人が請負った建設工事の契約書に記載された工事名称及びその具体的な工事内容を記入する。

・再下請負通知人が請負った建設工事の契約書に記載された工期、契約日を記入する。工期変更が生じた場合は速や
かに変更する。代表者名 下請　一郎

会社名・
事業者ID

・建設業の許可は5年ごとに更新しなくてはならない。（許可内容が契約工事内容と一致すること）
・建設業許可を保有していない場合は斜線で消すこと。ただし、無許可業者は、500万円未満の工事（建築一式では1,500
万円未満）の施工。工 事 名 称

及 び
工 事 内 容

防災・安全交付金（道路）道路改良工事（〇〇第１号）
（土木一式　土工1,000m3、側溝工500ｍ、境界工300ｍ）

・契約金額の確認日については、契約を行う事前の段階で確認を行った日でも問題ありません。
・法定福利費については、工事の直接的な作業に従事する現場作業員（元請、下請共）に係る法定福利費の事業主負担分を計
算してください。法定福利費の対象は、健康保険、厚生年金保険、雇用保険の保険料（労働災害補償保険を除く）です。通常
の法定福利費は、各社の年間の賃金総額に、社会保険の法定保険料率を乗じて算出するため、工事ごとに積算することは非常
に困難です。このことから、工事費内訳明細書に記載する法定福利費は、各工事に計上されている労務費を賃金とみなして計
算しています。下請からの見積書に法定福利費が記載されている場合は、それを使用して算出することも可能です。
　例）〇〇工事の法定福利費＝下請A社見積に記載の法定福利費+下請B社見積もりに記載の法定福利費　+　・・・
・工事価格に含まれる法定福利費は、消費税の対象となるため、請負代金内訳書には、税込の金額を記載してください。
・チェックの欄は、必ず法定福利費の内訳を確認して該当する項目に✔点を記入してください。

工 期
自　　　令和　〇年　６月　１０日

至　　　令和　〇年　２月　１０日

注文者との
契約日

令和〇年　６月　１日

契 約 金 額

３６，０００，０００円　
【チェック】
■法定福利費相当額を内訳明示した見積書を提出した。

　　　　　　　　　     　(税込み) ■法定福利費金額が契約書又は契約内訳に明示されている。
うち法定福利費 （上記法定福利費額　　　　　５００，０００円）　

500,000

建設業の許可

施工に必要な許可業種 許　可　番　号 許可（更新）年月日

土木、どび・土工工事業
大臣　特定

        第88888号 平成〇年５月６日
知事　一般

工事業
大臣　特定

        第　　　　号 　　年　　月　　日 ・建設業の許可は5年ごとに更新しなくてはならない。（許可内容が契約工事内容と一致すること）
・建設業許可を保有していない場合は斜線で消すこと。ただし、無許可業者は、500万円未満の工事（建築一式では1,500
万円未満）しか施工できない。

知事　一般

健康
保険
等の
加入
状況

保険加入の
有 無

健康保険　 厚生年金保険 雇用保険 労災保険
加入・未加入・適用除外 加入・未加入・適用除外 加入・未加入・適用除外 加入・未加入・適用除外

区分 営業所の名称 健康保険 厚生年金保険 雇用保険

同上 同上 同上

労働災害補償保険 ・健康保険等の加入状況の保険加入の有無欄には、各保険の適用を受ける営業所について届出を行っている場合は「加入」を、行って
いない場合（適用を受ける営業所が複数あり、そのうち一部について行っていない場合を含む）は「未加入」を、従業員規模等により
各保険の適用が除外される場合は「適用除外」を○で囲む。
・事業所整理記号等の営業所の名称欄には、請負契約に係る営業所の名称を、健康保険欄には、事業所整理記号及び事業所番号（健康
保険組合にあっては組合名）を、一括承認に係る営業所の場合は、本店の整理番号及び事業所番号を、厚生年金保険欄には、事業所整
理記号及び事業所番号を、一括適用の承認に係る営業所の場合は、本店の整理記号及び事業所番号を、雇用保険欄には、労働保険番号
を、継続事業の一括の認可に係る営業所の場合は、本店の労働保険番号をそれぞれ記載する。なお、直近上位の注文者との請負契約に
係る営業所以外の営業所で再下請負業者との請負契約を行う場合には欄をそれぞれ追加する。
・労働災害補償保険 は、平成３１年４月１日より一括有期届が廃止されたことに伴い施工体制台帳等に労働保険番号を記入する。ま
た、下請契約を結んだ一人親方、個人事業主等の方は、特別加入制度を利用し労災保険の特別加入に努めてください。
・元請契約に係る営業所で下請契約を行う場合は、下請契約欄に「同上」と記載する。

元請 □□工業株式会社 〇〇＝〇〇〇〇 △△△△ □□□□ 〇△▽□
下請 同上 同上

監 督 員 名 下請　五郎 安全衛生責任者名 下請　五郎

権限及び
意見申出方法

契約書記載のとおり 安全衛生推進者名 福　一郎

事業所整
理記号等
(HP確認)

現 場 代 理 人 名 下請　五郎 雇用管理責任者名 下請　次郎

権限及び
意見申出方法

契約書記載のとおり ※専門技術者名

※主任技術者名
専　任
非専任　　下請　五郎

資 格 内 容
・監督員名：再下請負人を監督するために再下請負通知人が監督員を置く場合に記入する。その権限が現場代理人に委任されている場合は「現場代
理人名」を記載する。
・現場代理人：下請負工事を請負った会社の当該施工部分を担当する現場責任者の氏名を記載する。
・主任技術者：建設業の許可を有する請負人は技術者を配置しなければならない。請負金額３,500万円以上で専任配置。
・安全衛生責任者：当該場所の労働者数が常時50人以上（ずい道、橋梁、圧気工法は常時30人以上）であり、統括安全衛生責任者を選任すべき事
業者以外の請負人で当該仕事を自ら行うものは、安全衛生責任者を選任しなくてはならない。（労働安全衛生法第16条）
・安全衛生推進者：安全衛生管理体制を明確にし、安全衛生水準の向上を図るため、50人以上では安全管理者及び衛生管理者の選任が義務付けら
れ、安全管理者及び衛生管理者の選任が義務付けられていない10人以上50人未満（常時使用する労働者数）の小規模事業場においては、安全衛生
推進者の選任が義務付けられている。（労働安全衛生法第12条の2）
・雇用管理責任者：事業主は、建設事業を行う事業場ごとに「雇用管理責任者」を選任し、建設労働者の雇用管理を行うことが求められている。資
格は、法令上特に必要はないが、建設労働者の雇用管理について責任を持つ立場にあるため、企業内においてある程度の地位にあり、雇用管理に関
する相当の実務経験のある方が望ましい。（建設動労者雇用改善法第5条）
・専門技術者：主任技術者とは別の技術者である。請け負った工事に付帯する別の専門分野の工事があり、直接施工する場合（大工工事のみの許可
を受けている下請会社が、付帯する足場組み立てを行う場合等）に、主任技術者の資格要件を満たす者を専門技術者として選任し、そのものの氏名
を記載する（建設業法第26条の２）。一式工事の主任技術者が専門工事の主任技術者としての資格を有する場合は専門技術者を兼ねることができ
る。

資 格 内 容 １級土木施工管理技士 担当工事内容

一号特定技能外国人
の従事の状況(有無)

有・無
外国人建設就労者

の従事の状況(有無)
有・無

外国人技能実習生
の従事の状況(有無)

有・無

・出入国管理及び難民認定法別表第一の二の表の特定技能の項の下欄の第一号に掲げる
活動を行う者（外国人建設就労者）が、建設工事に従事する場合は「有」、従事する予
定がない場合は「無」を○で囲む。
・出入国管理及び難民認定法別表第一の五の表の上欄の在留資格を決定された者であっ
て、国土交通大臣が定めるもの（外国人建設就労者）が、建設工事に従事する場合は
「有」、従事する予定がない場合は「無」を○で囲む。
・出入国管理及び難民認定法別表第一の二の表の技能実習の在留資格を決定された者が
当該建設工事に従事する場合は「有」、従事する予定がない場合は「無」を○で囲む。

㈲



再下請関係

□左記の契約金額には法定福利費相当額が含まれている。

権限及び意見申出方法

《再下請負関係》 再下請負業者及び再下請負契約関係について、次のとおり報告いたします。 再下請通知書解説

会社名・事業者
ID

有限会社　△△工務店  代 表 者 名 有限　剛
・再下請負通知人の住所、商号名称、代表者名を記入する。
・再下請負通知人が請負った建設工事の契約書に記載された工事名称及びその具体的な工事内容を記入する。
・再下請負通知人が請負った建設工事の契約書に記載された工期、契約日を記入する。工期変更が生じた場合は速や
かに変更する。

住所・電話番号
〒３７１－◎◎◎◎　前橋市○○町□□番地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（☎０２７－◎◎◎－

工事名称及び
工事内容

防災・安全交付金（道路）道路改良工事（〇〇第１号）
型枠工事

工　　 　　　期 自　令和〇年　７月１０日 至　令和〇年１２月１０日 契約日 　  令和〇年６月５日

契 約 金 額

【チェック】

・法定福利費については、工事の直接的な作業に従事する現場作業員（元請、下請共）に係る法定福利費の事業主負担分を計算してく
ださい。法定福利費の対象は、健康保険、厚生年金保険、雇用保険の保険料（労働災害補償保険を除く）です。通常の法定福利費は、
各社の年間の賃金総額に、社会保険の法定保険料率を乗じて算出するため、工事ごとに積算することは非常に困難です。このことか
ら、工事費内訳明細書に記載する法定福利費は、各工事に計上されている労務費を賃金とみなして計算しています。下請からの見積書
に法定福利費が記載されている場合は、それを使用して算出することも可能です。
　例）〇〇工事の法定福利費＝下請A社見積に記載の法定福利費+下請B社見積もりに記載の法定福利費　+　・・・
・工事価格に含まれる法定福利費は、消費税の対象となるため、請負代金内訳書には、税込の金額を記載してください。
・チェックの欄は、必ず法定福利費の内訳を確認して該当する項目に✔点を記入してください。

５００，０００円 ■法定福利費相当額を内訳明示した見積書の提出があった。
(税込み) ■法定福利費金額が契約書又は契約内訳に明示されている。

うち法定福利費 （上記法定福利費額　　　　　　　５０，０００円）　

５０，０００円

建設業の許可

施工に必要な許可業種 許　可　番　号 許可（更新）年月日

　大工　工事業
大臣　特定

        第　99999　号 平成〇〇年４月２日
知事　一般

工事業
大臣　特定

        第　　　　号 　　年　　月　　日
知事　一般

健康
保険
等の
加入
状況

保険加入の
有 無

健康保険　 厚生年金保険 雇用保険 労災保険
加入・未加入・適用除外 加入・未加入・適用除外 加入・未加入・適用除外 加入・未加入・適用除外

事業所整
理記号等
(HP確認)

区分 営業所の名称 健康保険 厚生年金保険 雇用保険 労働災害補償保険

元請 ㈲△△工務店 ×××× ×××× △△△△ ■□□□ ・建設業の許可は5年ごとに更新しなくてはならない。（許可内容が契約工事内容と一致すること）
・建設業許可を保有していない場合は斜線で消すこと。ただし、無許可業者は、500万円未満の工事（建築一式で
は1,500万円未満）の施工。

下請 同上 同上 同上 同上 同上

　　現場代理人名 有限　清
安全衛生責任者名 有限　清

安全衛生推進者名 有限　清

契約書記載のとおり 雇用管理責任者名 有限　次男 ・健康保険等の加入状況の保険加入の有無欄には、各保険の適用を受ける営業所について届出を行っている場合は「加入」を、行って
いない場合（適用を受ける営業所が複数あり、そのうち一部について行っていない場合を含む）は「未加入」を、従業員規模等により
各保険の適用が除外される場合は「適用除外」を○で囲む。
・事業所整理記号等の営業所の名称欄には、請負契約に係る営業所の名称を、健康保険欄には、事業所整理記号及び事業所番号（健康
保険組合にあっては組合名）を、一括承認に係る営業所の場合は、本店の整理番号及び事業所番号を、厚生年金保険欄には、事業所整
理記号及び事業所番号を、一括適用の承認に係る営業所の場合は、本店の整理記号及び事業所番号を、雇用保険欄には、労働保険番号
を、継続事業の一括の認可に係る営業所の場合は、本店の労働保険番号をそれぞれ記載する。なお、直近上位の注文者との請負契約に
係る営業所以外の営業所で再下請負業者との請負契約を行う場合には欄をそれぞれ追加する。
・労働災害補償保険 は、平成３１年４月１日より一括有期届が廃止されたことに伴い施工体制台帳等に労働保険番号を記入する。ま
た、下請契約を結んだ一人親方、個人事業主等の方は、特別加入制度を利用し労災保険の特別加入に努めてください。
・元請契約に係る営業所で下請契約を行う場合は、下請契約欄に「同上」と記載する。

※主任技術者名
専任
非専任　　有限　清

   ※　専門技術者名

資  格  内  容

資  格  内  容
法第７条第２号ロ該当
実務経験１０年以上 担当工事内容

一号特定技能外国人の
従事の状況(有無)

有・無
外国人建設就労者の
従事の状況(有無)

有・無
外国人技能実習生の
従事の状況(有無)

有・無

・監督員名 ：再下請負人を監督するために再下請負通知人が監督員を置く場合に記入する。その権限が現場代理人に委任されている場合は「現場代
理人名」を記載する。
・現場代理人：下請負工事を請負った会社の当該施工部分を担当する現場責任者の氏名を記載する。
・主任技術者：建設業の許可を有する請負人は技術者を配置しなければならない。請負金額３,500万円以上で専任配置。
・安全衛生責任者：当該場所の労働者数が常時50人以上（ずい道、橋梁、圧気工法は常時30人以上）であり、統括安全衛生責任者を選任すべき事
業者以外の請負人で当該仕事を自ら行うものは、安全衛生責任者を選任しなくてはならない。（労働安全衛生法第16条）
・安全衛生推進者：安全衛生管理体制を明確にし、安全衛生水準の向上を図るため、50人以上では安全管理者及び衛生管理者の専任が義務付けら
れ、安全管理者及び衛生管理者の選任が義務付けられていない10人以上50人未満（常時使用する労働者数）の小規模事業場においては、安全衛生
推進者の選任が義務付けられている。（労働安全衛生法第12条の2）
・雇用管理責任者：事業主は、建設事業を行う事業場ごとに「雇用管理責任者」を選任し、建設労働者の雇用管理を行うことが求められている。資
格は、法令上特に必要はないが、建設労働者の雇用管理について責任を持つ立場にあるため、企業内においてある程度の地位にあり、雇用管理に関
する相当の実務経験のある方が望ましい。（建設動労者雇用改善法第5条）
・専門技術者：主任技術者とは別の技術者である。請け負った工事に付帯する別の専門分野の工事があり、直接施工する場合（大工工事のみの許可
を受けている一次下請会社が、付帯する足場組み立てを行う場合等）に、主任技術者の資格要件を満たす者を専門技術者として選任し、そのものの
氏名を記載する（建設業法第26条の２）。主任技術者が専門工事の主任技術者としての資格を有する場合は専門技術者を兼ねることができる。

・出入国管理及び難民認定法別表第一の二の表の特定技能の項の下欄の第一号に掲げる活動を行う者（外国人建設就労者）が、建設工
事に従事する場合は「有」、従事する予定がない場合は「無」を○で囲む。
・出入国管理及び難民認定法別表第一の五の表の上欄の在留資格を決定された者であって、国土交通大臣が定めるもの（外国人建設就
労者）が、建設工事に従事する場合は「有」、従事する予定がない場合は「無」を○で囲む。
・出入国管理及び難民認定法別表第一の二の表の技能実習の在留資格を決定された者が当該建設工事に従事する場合は「有」、従事す
る予定がない場合は「無」を○で囲む。

【記入要領】
１ 報告下請業者は直近上位の注文者に提出すること。
２ 再下請契約がある場合は《再下請契約関係》欄（当用紙の右部分）を記入するとともに、次の契約書類の写しを
提
出する。なお、再下請が複数ある場合は、《再下請契約関係》欄をコピーして使用する。

３ 一次下請負業者は、二次下請負業者以外の業者から提出された書類とともに様式第１号に準じ下請負業者編成表
を
作成の上、 元請に届出ること。

４ この届出事項に変更があった場合は直ちに再提出すること。
５ 各保険の適用を受ける営業所について、届出を行っている場合には「加入」、行っていない場合（適用を受ける
営
業所が複数あり、そのうち一部について行っていない場合を含む）は「未加入」、従業員規模等により各保険の適
用が除外される場合は「適用除外」を〇で囲む。

６ 元請契約の欄には元請契約に係る営業所について、下請契約の欄には下請契約に係る営業所について記載する。
なお、元請契約に係る営業所と下請契約に係る営業所が同一の場合には、下請契約の欄に「同上」と記載する。
下請負人の営業所の名称欄には、請け負う契約に係る営業所について記載する。

７ 健康保険の欄には、事業所整理番号及び事業所番号（健康保険組合にあっては組合名）を記載する。一括適用の
承
認に係る営業所の場合は、本店の整理記号及び事業所番号を記載する。

８ 厚生年金保険の欄には、事業所整理記号及び事業所番号を記載する。一括適用の承認に係る営業所の場合は、本
店
の整理記号及び事業所番号を記載する。

９ 雇用保険の欄には、労働保険番号を記載する。継続事業の一括の認可に係る営業所の場合は、本店の労働保険番
号
を記載する。

10 主任技術者の配置状況について、［専任・非専任］のいずれかに〇印を付すこと。
11 専門技術者の欄には、土木・建築一式工事を施工する場合等で、その工事に含まれる専門工事を施工するために
必
要な主任技術者を記載する。(一式工事の主任技術者が専門工事の主任技術者としての資格を有する場合は、専門

技
術者を兼ねることができる。）複数の専門工事を施工するために、複数の専門技術者を要する場合は、適宜欄を設



様式第３号（第３条関係）

　　　　施　　　工　　　体　　　系　　　図

前橋市市役所　建設部　道路建設課 自 令和〇 　年　　５月　１０日から

至 令和〇 　年　　３月　２０日まで

〇〇建設株式会社

電源　四郎

担当工事内容 電気工事

工 工 工 工

事 事 事 事

　　　年　　月　　日～　　　年　　月　　日 　　　年　　月　　日～　　　年　　月　　日

元方安全衛生管理者

衛生　始

書　　　　　　　　　記

工 工 工 工

事 事 事 事

　　　年　　月　　日～　　　年　　月　　日 　　　年　　月　　日～　　　年　　月　　日

工 工 工 工

事 事 事 事

　　　年　　月　　日～　　　年　　月　　日 　　　年　　月　　日～　　　年　　月　　日 　　　年　　月　　日～　　　年　　月　　日

工 工 工 工

事 事 事 事

　　　年　　月　　日～　　　年　　月　　日 　　　年　　月　　日～　　　年　　月　　日 　　　年　　月　　日～　　　年　　月　　日 　　　年　　月　　日～　　　年　　月　　日

有　　　・　　　無

主 任 技 術 者

特定専門工事
の該当

有　　　・　　　無

担当工事

特定専門工事
の該当

有　　　・　　　無
特定専門工事

の該当

担当工事

主 任 技 術 者 主 任 技 術 者主 任 技 術 者

一般 / 特定の別 一般 / 特定

主 任 技 術 者

一般 / 特定

会社名・事業者ID

特定専門工事
の該当

有　　　・　　　無

特定専門工事
の該当

有　　　・　　　無

主 任 技 術 者主 任 技 術 者

一般 / 特定の別 一般 / 特定

会社名・事業者ID

特定専門工事
の該当

有　　　・　　　無
特定専門工事

の該当

特定専門工事
の該当

有　　　・　　　無

主 任 技 術 者

主 任 技 術 者

特定専門工事
の該当

有　　　・　　　無

主 任 技 術 者

会　　　　　長

安全　一郎

主 任 技 術 者

担当工事内容

専門技術者名
特定専門工事

の該当

代 表 者 名統轄安全衛生責任者

一般 / 特定の別

誘導　大一 主 任 技 術 者

専 門 技 術 者 専 門 技 術 者

主 任 技 術 者 北　　四郎 主 任 技 術 者 切　　弾次郎

特定専門工事
の該当

許 可 番 号

副　　会　　長

代 表 者 名

特定専門工事
の該当

有　　　・　　　無

一般 / 特定の別 一般 / 特定

代 表 者 名

許 可 番 号

一般 / 特定の別 一般 / 特定

会社名・事業者ID

代 表 者 名

許 可 番 号

一般 / 特定の別

会社名・事業者ID

代 表 者 名

許 可 番 号

代 表 者 名

許 可 番 号

一般 / 特定の別

許 可 番 号

代 表 者 名

許 可 番 号

代 表 者 名

許 可 番 号

一般 / 特定

代 表 者 名

許 可 番 号

一般 / 特定の別 一般 / 特定

許 可 番 号

代 表 者 名

許 可 番 号

代 表 者 名

許 可 番 号

一般 / 特定の別 一般 / 特定一般 / 特定

会社名・事業者ID

代 表 者 名代 表 者 名

許 可 番 号

一般 / 特定の別

監 督 員 名 受注　太郎

監 理 技 術 者 名
主 任 技 術 者 名

元請　三郎

監理技術者補佐名

構
造
物

　参　考　：　記　載　例

発 注 者 名
工　　　期

工 事 名 称 防災・安全交付金（道路）道路改良工事（〇〇第１号）

下請　五郎

施工体制系図

(1次） ¥36,000,000

元 請 名 ・ 事 業 者 ID

(2次） ¥500,000 (3次） (4次）

安全衛生責任者

会社名・事業者ID □□工業株式会社

型
枠

会社名・事業者ID 有限会社　△△工務店 会社名・事業者ID

代 表 者 名

許 可 番 号

一般 / 特定の別

代 表 者 名

許 可 番 号

専門技術者名 安全衛生責任者 下請　五郎 安全衛生責任者 有限　清

一般 / 特定の別

工　期

安全衛生責任者

有　　　・　　　無 有　　　・　　　無

主 任 技 術 者 有限　清

特定専門工事
の該当

担当工事 担当工事担当工事 担当工事

専 門 技 術 者専 門 技 術 者

工　期 令和〇年５月１０　日～　令和〇年12月10日 工　期 令和〇年５月１０　日～　令和〇年12月10日 工　期

舗
装
切
断

会社名・事業者ID ◇◇カッター有限会社

(1次） ¥10,000,000 (2次）

会社名・事業者ID 会社名・事業者ID

安全衛生責任者 北　　四郎 安全衛生責任者 切　　弾次郎 安全衛生責任者 安全衛生責任者

許 可 番 号

会社名・事業者ID △△舗装株式会社

舗
装

特定専門工事
の該当

有　　　・　　　無 有　　　・　　　無

一般 / 特定の別 一般 / 特定 一般 / 特定の別

専 門 技 術 者 専 門 技 術 者 専 門 技 術 者 専 門 技 術 者

担当工事 担当工事 担当工事 担当工事

工　期 令和〇年５月１０　日～　令和〇年３月２0日 工　期 令和〇年５月１０　日～　令和〇年８月10日 工　期 工　期

(1次） ¥1,000,000

区
画
線

会社名・事業者ID ××ライン株式会社 会社名・事業者ID

一般 / 特定の別 一般 / 特定 一般 / 特定の別

主 任 技 術 者

専 門 技 術 者

安全衛生責任者 誘導　大一 安全衛生責任者 安全衛生責任者 安全衛生責任者

有　　　・　　　無
特定専門工事

の該当
有　　　・　　　無

工　期 令和〇年５月１０日～　令和〇年３月２０日

代 表 者 名

工　期 工　期

専 門 技 術 者 専 門 技 術 者 専 門 技 術 者

安全衛生責任者 安全衛生責任者

特定専門工事
の該当

有　　　・　　　無

会社名・事業者ID

担当工事 担当工事 担当工事 担当工事

工　期

工　期 工　期

専 門 技 術 者 専 門 技 術 者 専 門 技 術 者 専 門 技 術 者

担当工事

一般 / 特定一般 / 特定

安全衛生責任者

¥100,000

一般 / 特定

一般 / 特定

(1次下請合計額） ¥47,000,000

工　期 工　期

(1次）

担当工事

安全衛生責任者

一般 / 特定

会社名・事業者ID

作成建設業者（元請）が発注者と締結した契約書に記入

した工期を記入する。

下請工事の記入欄、右上に

下請契約した契約金額を税込みで記入する。

〇現場等への掲示については、契約金額の記載がないもので行うこと。
〇再下請通知書、下請負業者編成表等を参考にして記入し、契約の流れを実線で表示すること。
〇太枠部分は、建設業法で定められた記載事項である。
〇下請負人が建設業の許可を受けていない場合は、下請負人に関する「主任技術者」「専門技術者」に関する
事項は記入不要。ただし５００万円以下の契約に限る。
〇ハッチ部分は、下請負人の契約金額を確認するために必要な事項となるため必ず記載する。
〇説明書きの後に（※）印があるものについては、技術者等を置かない場合もあるため、その際は記載不要と
する。

下請工事の記入欄、左上に

下請契約の階級「1次、2次等」を記入する。

一次下請の合計金額を記入

※下請金額の合計が法令等の規定どおりとなっているか確認するため。

一次下請を監督するために元請業者が監督員を
置く場合に記入。その権限が現場代理人に委任さ
れている場合は「現場代理人」を記載する

元請業者が置いた監理技術者
又は主任技術者の氏名を記入

元請業者が専門技術者を置い
た場合はその氏名と担当する工
事を具体的に記入（※）

下請負人の記載事項
〇担当する建設工事の具体的な内容の工事名を記入
〇下請負人が安全衛生責任者を置いた場合はその氏名を記入（※）
〇下請負人が置いた主任技術者の氏名を記入
〇下請負人が専門技術者を置いた場合はその氏名と担当する工事の具体的
な内容を記入（※）
〇下請負人が請け負った建設工事の契約書に記載された工期を記入

元請業者が元方安全衛生管理者
を置いた場合はその氏名を記入
（※）

元請業者が総括安全衛生責任者を
置いた場合はその氏名を記入（※）



様式第２号の３（３条関係）

一次会社名
・事業者ID

（　次)会社名
・事業者ID

（注)１.※印欄には次の記号を入れる。 （注）３．各社別に作成するのが原則だが、リース機械等の運転者は一緒でもよい。
（注）４．資格・免許等の写しを添付することが望ましい。

 …現場代理人  …作業主任者（（注）2.)  …女性作業員

 …主任技術者  …職　長  …安全衛生責任者  …能力向上教育  …危険有害業務・再発防止教育

（注）１１．記載事項の一部について、別紙を用いて記載しても差し支えない。

（注）２.作業主任者は作業を直接指揮する義務を負うので、同時に施工されている他の現場や、同一現場においても
  他の作業個所との作業主任者を兼務することは、法的に認められていないので、複数の選任としなければならない。

（注）７．雇用保険欄には右欄に被保険者番号の下４けたを記載。（日雇労働被保
 険者の場合には左欄に「日雇保険」と記載）事業主である等により雇用保険の適用
 除外である場合には左欄に「適用除外」と記載。

（注）８．建設業退職金共済制度及び中小企業退職金共済制度への加入の有無につい
 ては、それぞれの欄に「有」又は「無」と記載。

（注）９．安全衛生に関する教育の内容（例：雇入時教育、職長教育、建設用リフト
 の運転の業務に係る特別教育）については「雇入・職長特別教育」欄に記載。

（注）１０．建設工事に係る知識及び技術又は技能に関する資格（例：登録○○基幹
 技能者、○級○○施工管理技士）を有する場合は、「免許」欄に記載。

       …18歳未満の作業員 （注）５．健康保険欄には、左欄に健康保険の名称（健康保険組合、協会けんぽ、
 建設国保、国民健康保険）を記載。上記の保険に加入しておらず、後期高齢者で
 ある等により、国民健康保険の適用除外である場合には、左欄に「適用除外」と記
 載。

 …外国人技能実習生  …外国人建設就労者  …１号特定技能外国人 （注）６．年金保険欄には、左欄に年金保険の名称（厚生年金、国民年金）を記載。
　各年金の受給者である場合は、左欄に「受給者」と記載。

年　月　日

年　月　日

年　月　日

歳

歳 年　月　日

年　月　日

年　月　日

年　月　日

年　月　日

年　月　日

歳

年　月　日

年　月　日

年　月　日

歳

年　月　日

歳 年　月　日

3

年　月　日

有

雇入・電気取扱 第二種電気工事士

2021年5月10日

無 2021年5月10日4321

まえばし　さぶろう

電工

1981年3月3日 建設国保

群馬　太郎 国民年金

39歳223456789015 雇用保険

前橋　次郎 厚生年金

42歳 無 2021年5月10日223456789014 適用除外

有

雇入・アーク溶接 ガス溶接

2021年5月10日

2021年5月10日223456789013 雇用保険 1234

2

まえばし　じろう

圧接工

1979年2月2日 協会けんぽ

有

雇入・職長 車両系建設機械 2級建設機械施工管理技士

2021年5月10日

前橋　一郎 厚生年金

44歳 無

雇用保険

1

まえばし　いちろう

オペレー
ター

職

1977年1月1日 健康保険組合

入場年月日

氏名 年金保険

年齢
中小企業退職金

共済制度
雇入・職長
特別教育

技能講習 免　許
受入教育

実施年月日技能者ID

前橋建設
223456789012

番
号

ふりがな

職
種

※

生年月日 健康保険 建設業退職金
共済制度

教　育・資　格・免　許

作　　業　　員　　名　　簿
（　　年　　月　　日作成)

元請
確認欄事業所の名称

・現場ID
本庁管内　道路改良工事

123456789012
 本書面に記載した内容は、作業員
名簿として安全衛生管理や労働災
害発生時の緊急連絡・対応のため
に元請負業者に提示することにつ
いて、記載者本人は同意していま
す。

所長名 建設　太郎 提出日　　　　　年　　　月　　　日

現 作 女

主 職 安 能

習 就 １特

未

再

工事名称を記入。現場IDは建設キャリアアップ

システムへ登録している場合記載。

元請の現場代理人を記載。

作業員名簿を提出する一次請けの会社名を記入。事業者

IDは建設キャリアアップシステムへ登録している場合記載。

作成者が一次下請負業者の場合は入力不要。二次以

降の場合は何次請負なのかと会社名を記入。事業者ID

は建設キャリアアップシステムへ登録している場合記載。

技能者IDは建設キャリアアップシステムへ登録して

いる場合記載。

新規入場者教育を実施した際に記入。受入教育実

施年月日と同一の日付を記載。

・健康保険組合

・協会けんぽ

・建設国保

・国民健康保険

・適用除外 ・厚生年金

・国民年金

・受給者

・雇用保険

・日雇保険

・適用除外（事業主やその親族、一人親方）

保険番号の下４桁を記

雇入教育は通常受けているため記入。職長教育を受けて
いれば職長を、それ以外にも受講した特別教育を記載。

免許よりは権限が限定され、特別教育よ

りは高度な業務を行うことが可能な技能

講習を受講している場合は記載。

試験を受けて合格した免許を記載。

（ 記 載 例 ）

型枠大工、とび工など該当工事においての役割を記載。

健康保険法改正に伴い健康保険番号の

記載はしない。（斜線）

国民年金法第108条の4により基礎年金番

号の告知を求めることは禁止。（斜線）


